
Ⅳ 資料・情報活動

１．一般資料・統計資料

アジア経済研究所図書館は，開発途上地域の資料・情報センターとして開発途上国の経済，政

治，社会などの社会科学分野に関わる基礎的な文献，最新の資料および統計資料を広く収集・整

理し，これらを開発途上地域に関心を持つ研究者，学生，実務家などの利用に供してきた。

平成１４年度は，従来から実施している基本的な業務に加え，（１）利用者サービスの拡充，（２）図書

館システムの充実と円滑な運用，（３）統計資料の書誌標準化の推進，を業務の中心課題に据え，相

当の成果をあげた。このほか，『発展途上地域日本語文献目録 ２００１』の刊行，マイクロフィル

ム資料保存体制の整備，などを実施した。

また，東南アジア地域（マレーシア，シンガポール，インドネシア）に，現地資料事情の把握，現

地刊行資料の収集，資料交換業務の調整と拡大等の目的で職員１名を派遣した。

（１） 一般資料・統計資料の収集

研究所創立以来，開発途上国政府の出版物，雑誌・新聞，海外の大学・研究機関の調査報告書，

統計資料などに特に留意して収集を行なってきた。平成１４年度は，予算の効率的な使用および業

務効率化推進のため，資料の発注・受入の業務体制を見直すとともに，選書を厳密に行なった。

この他，海外１，２２１機関（表Ⅳ―１）との資料交換を行なうと同時に，海外研究員・現地調査員の

協力を得て現地刊行資料の収集を行なった。

また，研究者からの図書に関する要望に対応するため，研究会等に使用する資料を早急に購入

する「緊急図書資料購入制度」の積極的活用を図った。さらに１４年度は職員用OPACからの資料

購入申込み制度を導入し，緊急図書資料購入制度に準ずる扱いとして優先的な資料の発注を実施

した。

平成１４年度の一般資料および統計資料の受入冊数，ならびにこれまでの累計は表Ⅳ―２のとお

りである。



表Ⅳ―１ 国際交換の相手機関（平成１４年度末）
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合 計 ４３０ ３６ １６６ ２１８ １１１ １８５ ７５ １，２２１

表Ⅳ―２ 平成１４年度の資料の受入数および蔵書数

平成１３年度末 平成１４年度受入 平成１４年度末現在

洋 書 （冊）

和 書 （冊）

中 国 書 （冊）

朝 鮮 ・ 韓 国 書 （冊）

製 本 雑 誌 （冊）

統 計 資 料 （冊）

２１８，３４９
６５，３４５
３４，３５１
１６．９６０
５５，０３３
１２９，４７８

３，４３５
８９３
４７６
４３３
１，２４７
３，２４３

２２１，７８４
６６，２３８
３４，８２７
１７，３９３
５６，２８０
１３２，７２１

合 計 ５１９，５１６ ９，７２７ ５２９，２４３

新 聞 （タイトル）

雑 誌 （タイトル）

年 刊 （冊）

地 図 （枚）

マイクロフィルム （リール）

マイクロフィッシュ （枚）

ビ デ オ テ ー プ （本）

C D ― R O M，F D

２９５
３，１９５
３，７５９
５２，５４５
７４，２８０
４６，７７５
３１０
３７５

１
１０４
９７８
５１
９２１
２５１
１
１１５

２９６
３，２９９
４，７３７
５２，５９６
７５，２０１
４７，０２６
３１１
４９０
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（２） 資料の整理

資料の整理は，図書，地図，マイクロ資料，ビデオテープ等を図書整備課が担当し，逐次刊行

物（年鑑類を含む）を逐次刊行物課が担当している。いずれも国立情報学研究所（旧学術情報セン

ター）の共同目録システムを利用して目録作業の効率化を図り，和書・洋書を中心に目録データ

ベースの蓄積を行なった。中国語，韓国・朝鮮語についても同システムによる目録作業の体制が

整い，データベースの蓄積を進めている。その他，タイ語，アラビア語等の言語の資料について

も現在環境が整備されつつあり，平成１５年度中に一定の成果が見られるものと思われる。

逐次刊行物課では，統計資料の他，年鑑類の受入，整理を実施した。平成１４年度末の所蔵統計

資料数は１３２，７２１冊となった。

平成１４年度は，前年度に引き続き，これまで独自の目録によっていた統計資料について，図書

と同様に国立情報学研究所の共同目録システムへの移行を行なうための「統計資料書誌標準化作

業」を実施した。これにより，ほとんどの統計雑誌および年鑑類について一般資料と同様の条件

での検索が可能となった。平成１５年度は統計図書について同趣旨の作業を実施する。

（３） 逐次刊行物の厳選

平成１４年８月に開催した平成１５年度の逐次刊行物の購読を決定する会議（リニューアル会議）

において，重要度の低い逐次刊行物を中心に購読対象タイトルの削減を行ない，予算の効率的使

用に努めることとした。同時に，研究者から要望の強い逐次刊行物についてはスクラップアンド

ビルドを条件に新規タイトルの購読を決定した。

（４） 閲覧および書誌参考活動

平成１４年度の研究所図書館の閲覧者数は５，６３１人，資料複写件数は４，３４４件となっている。閲覧

者数は前年度比２８０人，資料複写件数は６６６件の増加となっている。平成１３年度に引き続き，開館

しながら蔵書点検を実施し，利用者の便宜を図るとともに利用者の増加に努めた。なお，平成１２

年度に実施した利用者アンケートの結果等を踏まえ，平成１４年４月から第１および第３土曜日の

開館を実施した。１年間の土曜来館者数は合計４９１人であった。これにより，平日には来館でき

ない閲覧者へのサービスを拡充するとともに，前記のとおり閲覧者数の増加を図ることができ

た。

また，土曜開館とあわせ，強い要望が寄せられていた複写料金の引き下げについて，平成１４年

４月から大幅な改定（一般５０円→３０円，会員・学生３０円→２０円）を実施し，利用者サービスを拡充し

た。

書誌活動では，研究所ウェブサイトに受入図書リストおよび雑誌記事索引の掲載を毎月継続し

て行なった。また，昨年度から復刊した『発展途上地域日本語文献目録』の２００１年版をを出版し
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た。このほか，研究所図書館が受け入れた韓国・朝鮮語，タイ語，トルコ語，アラビア語資料な

ど，OPACでは表示できない受入図書を含むアジア・中東地域の言語による図書目録について，

「アジア・中東諸語図書受入目録 ２００２年版」を編纂，刊行した。

（５） 資料・情報相談

開発途上国の経済，政治，社会などの具体的な事情ないしは資料について各方面から寄せられ

る照会・相談に対しては，所内各分野の研究者の協力を得て，資料・情報相談室が中心となって

回答を行なった。平成１４年度の主な照会・相談件数は表Ⅳ―３のとおりである。これらの照会・

相談件数は近年減少傾向にあるが，最近急速に普及しているインターネットによる影響が大きい

と思われる。これに関しては，平成１４年度のOPACのHTMLヒット数は１４９，２２９件となっている。

一方，１件当たりの相談に係る時間は長くなってきている。このような状況の変化に鑑み，今後

はより高度な照会・相談に応じられるよう相談能力を向上させる必要がある。

（６） 資料の複製・保存

開発途上国の新聞をはじめとする主要な文献資料の複製・保存を行なった。平成１４年度はアジ

ア，中東，アフリカ，ラテンアメリカ諸国の主要新聞１０８紙のマイクロフィルム６１５リール（累計

２７，５２１リール）を作成したほか，文献資料２８リール（累計２，２５６リール），雑誌・新聞１３タイトル，２２４

リール（累計４，１９９リール）をそれぞれ複製・保存した。

（７） 資料・情報委員会

資料・情報委員会では，資料・情報発信企画分科会，図書館システム分科会，図書館ホームペー

ジ分科会，資料保存分科会を組織し，それぞれ活動を行なった。

資料・情報発信企画分科会では，『アジ研ワールド・トレンド』図書館特集の２００２年度版およ

び２００３年度版の企画・立案を行なったほか，同誌レファレンス・コーナーの執筆者ガイドライン

を作成した。

図書館システム分科会では，図書館システム関係カスタマイズ，SDI・アラートサービスの開

発について企画，検討を行ない，実施体制を提案した。

図書館ホームページ分科会では，研究所図書館のウェブサイトの充実について検討を行ない，

新規項目の追加および既存ページの改訂を行なった。

資料保存分科会では，今後の資料保存のあり方について議論し，情報収集を行なった。また，

新聞のマイクロ化方針策定のため，他機関の新聞マイクロ化状況の調査を行なった。
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（８） 図書館システムの充実

前年度バージョンアップを行なった図書館システム（iLiswave）に関し，研究所図書館の業務

の効率化，あるいは利用者サービスの拡充のために，カスタマイズ（仕様変更）を実施した。ま

た，遠隔地利用者サービスの強化としてSDI・アラートサービスシステムの開発を行なった。

（９） 図書館間協力

図書館間協力・交流の推進のため，専門図書館協議会，経済資料協議会，法律図書館連絡会，

千葉市図書館情報ネットワーク協議会などの活動に参加するとともに，国内類似機関との意見交

換，情報交換を行なった。さらに，国立国会図書館関西館主催の「アジア情報関係機関懇談会」

表Ⅳ―３ 平成１４年度主要照会相談件数
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０
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に参加し，関係機関との連携強化に努めた。

他方，全国的には国立情報学研究所のネットワークを用いた図書館間相互貸出（ILL）を増加

させることにより，幕張移転に伴う利用者の不便を少しでも克服する方策を採ってきたが，今後

も引き続いて拡大する必要がある。

（１０） 利用者アンケートの実施

幕張移転前の１９９８年および移転直後の２０００年に引き続き，移転後３年経過した時点での利用者

の評価と要望を把握するため，外部利用者および内部利用者に対してアンケートを実施した。ア

ンケート結果は研究所が実施した図書館業績評価の基礎資料として活用するとともに，個別の意

見に対する対応策を検討し，できることから順次実施するよう努めている。なお，利用者アンケー

トは今後毎年実行することに決定した。

２．貿易統計・情報検索サービス

（１） 貿易統計の収集・整備

国連の提供する貿易統計磁気テープ（CD-ROMを含む），OECDの提供する貿易統計CD-ROMを収

集・整備したほか，台湾貿易統計および香港貿易統計に関しては現地から磁気テープを入手し，

世界貿易統計データベースの維持・更新に努めた。これらの成果は，研究所データベース検索シ

ステム（AID-XT vr．２．０）のもとで利用可能となっている。

◯１ 国連（UN）貿易統計（１９６２～２０００年：年次データ）

UN : Commodity Trade Statistics（Series D）と同じ内容を有するUN作成貿易統計磁気テープ，

COMTRADE databaseおよびPC-TASであるCD-ROMのデータ。商品分類はSITCおよびHSの各改

訂版系列の詳細分類によって編集され，対象国は，OECD加盟国を除いたUN加盟国であり約７０

（国／年）をカバーしている，ただし，１９９２年以降はOECD加盟国を含む。

◯２ OECD貿易統計（１９６２～２０００年：年次データ）

OECD : Trade Statistics by Commodity（Series C）と同じ内容を有するOECD作成貿易統計磁気テー

プデータおよびITCSであるCD-ROMデータ。商品分類はSITCおよびHSの各系列の詳細分類に

よって編集され，OECD加盟国および一部非OECD加盟国を対象とする。

◯３ 台湾貿易統計（１９７１～２００１年：年次データ）

China（Taiwan）：『中華民國台灣地區出口貿易統計月報』（Monthly Statistics of Imports, the Republic

of China, Taiwan District），および『中華民國台灣地區進口貿易統計月報』（Monthly Statistics of Exports,
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the Republic of China, Taiwan District）の１２月号と同じ内容を有する財務部関税局統計室（Statistical

Department Directorate General of Customs Ministry of Finance）作成磁気媒体によるデータ。

◯４ 香港貿易統計（１９８６～２００１年：年次データ）

Hong Kong：『香港貿易統計 港産品出口及轉口』（Hong Kong Trade Statistics Domestic Export and Re

-export）『同進口』（Import）と同じ内容を有する香港特別行政區政府統計處（Census and Statistics

Department Hong Kong Special Administrative Region People's Republic of China）作成のMOデータ。再輸出

についてはオリジン別に編集されている。

（２） 情報検索サービス

国際機関から収集・蓄積した機械可読データ，当研究所の作成した国際産業連関表等をアジア

経済研究所の統計情報データベースへ変換し検索サービスに供している。

◯１ 世界貿易統計データベース

アジア経済研究所の収集・整備したOECD貿易統計，UN貿易統計および台湾貿易統計から構

成される世界貿易統計を当研究所の世界貿易統計データベースへ変換し検索サービスを実施して

いる。

◯２ 経済協力基礎指標データベース

当研究所の収集した経済協力に関する発展途上国の経済・社会等の機械可読データを検索・処

理が可能なように変換している。

◯３ 国際投入産出表（産業連関表）データベース

国際産業構造分析事業の下で，東・東南アジア諸国の現地機関の協力によって作成した日本と

各国間の２国間表，およびアジア８カ国，日本とアメリカを加えた１０カ国から成るアジア国際産

業連関表を蓄積し，データの提供および分析計算の利用に供している。
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